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研究成果の概要（和文）：　質問紙調査・ヒアリング調査等をもとに連携の阻害要因を研究した結果、多くの養護教諭
は、クラス担任を持っていないので、クラス運営、特に学習指導に関して助言がしにくいことが明らかになった。そこ
で、養護教諭は主幹教諭や生徒指導主任になることにより、他の先生たちを指導することが出来るようになる。これら
の研究などから、阻害要因として以下の2点が示唆された。①養護教諭が学習指導に参加・助言できない場合②養護教
諭とそれ以外の教員との情報の共有化ができない場合
　また、特別支援教育において、被虐待児への支援が置き去りにされていることも示唆された。

研究成果の概要（英文）： As a result of having studied a disincentive of the cooperation with Yougo 
teacher and other teacher in the special support education based on inventory survey and a hearing 
investigation, we become clear what many Yougo teachers were hard to advice about classroom 
administration and particularly learning instruction. Therefore the Yougo teacher comes to be able to 
instruct other teachers by becoming teacher chief editor and the student instruction chief.Following two 
points were suggested by these studies as a disincentive.(1)When Yougo teacher cannot participate and 
advise learning instruction.(2) When communalization of the information is not possible between Yougo 
teacher and other teacher.
In addition, it was suggested that the support to an abused child was left in support education in 
particular.

研究分野：特別支援教育

キーワード： 特別支援教育　養護教諭　その他の教員との連携　特別支援教育コーディネーターの役割
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１．研究開始当初の背景 
石橋は、平成 13 年頃より、保育・教育の

場で教育相談等をしながら、「配慮の必要な

子どもに関す研究」を継続して実施し、さら

に平成 19 年度からは特別支援教育との関連

についても実践的研究を実施してきた。その

結果、「幼稚園での統合教育における実践研

究」「小学校での支援児と担任教諭との関わ

りに関する実践研究」「幼保小連携・小中連

携や幼稚園と外部機関との連携に関する実

践研究」「福祉職との連携に関する実践研究」

等として、日本教育心理学会、日本発達心理

学会、日本保育学会等で発表してきた。 

 その様な中、平成 22 年 7 月、東京都足立

区教育委員会で、養護教諭を対象とした研修

会の講師を依頼されたのを期に、養護教諭と

特別支援教育の関係などについて調べた。そ

れ以前、「特別支援教育で養護教諭は重要な

役割を担う」と認識はしていたが、①特別支

援教育を推進するための養護教諭の役割、②

特別支援教育と保健室の連携、③連携を果た

すために養護教諭が身につけておくべき知

識や技能、④校内委員会の活性化に向けた養

護教諭のかかわり方、⑤関係機関や保護者と

の連携に関する事項、⑥発達障害を持つ児

童・生徒の日々の教育活動を支えるための知

識や技能等の特別支援教育を「養護教諭」を

中心とした研究がほとんどないことが明確

となった。さらに、学級担任や特別支援教育

コーディネーターに向けた書籍が数多く出

版されているのに対して、養護教諭のために

書かれた書籍はほとんどなく、また、「養護

教諭とそれ以外の教員との連携」「特別支援

教育と保健室の連携」等についての研究論文

も極めて少ないことも分かった。 

 そこで、平成 22 年 10 月、「配慮の必要な

児童生徒」の実態を把握し、特別支援教育で

重要とされている養護教諭の役割や特別支

援教育に対する意識、さらに子どもたちに対

する考えなどを調査し、養護教諭の学校での

役割や立場などについて明らかにするため、

足立区教育委員会の協力を得て、区内全ての

小学校・中学校・高等学校と特別支援学校の

養護教諭を対象とした質問誌調査を実施し

た。その結果、養護教諭は、①小中学校では

家庭での問題を抱えている児童生徒やスト

レスがたまっている児童生徒が多く、②特別

支援教育の対象児は文部科学省の調査の出

現率より低く、実施している特別支援教育

も、文部科学省の調査よりも低い、③特別支

援教育コーディネーターに半分以上が任命

されており、また、校内委員でもある者が半

数近くいる、④肩がこる、体がだるいなどの

軽い症状から身体症状まで広範囲にわたっ

て訴える者が 10 人に 1 人以上いる、⑤現代

の子どもに対して、自分達の子ども時代より

マイナスのイメージがあり、⑥子どもにとっ

て大切なことは、基本的には様々な権利の擁

護を考えている等が明らかになった。 

 文部科学省の『特別支援教育資料(平成 22

年度)』によれば、公立小中学校においては、

特別支援教育コーディネーターや校内委員

会の設置、個別支援計画の実施、巡回相談や

専門家チームの活用などの体制が整ってき

ている。しかし、その実態はどうであろうか。 

 前出の調査結果を、平成 23 年 3 月に日本

発達心理学会で、7月に日本教育心理学会で、

9月に日本応用心理学会で発表した。その際、

来場者からの質問の多くは「特別支援教育コ

ーディネーター」や「校内委員会」に関する

質問であった。「特別支援教育コーディネー

ターとは何か」「特別支援教育コーディネー

ターの職務は何か」「特別支援教育コーディ

ネーターはどの学校にも必ず設置されてい

るのか」「特別支援教育コーディネーターは

外部の専門家なのか」「校内委員会とは何か」

「校内委員会はどのような教員が所属して

いるのか」等がそれである。しかも、質問者

は巡回相談員や講師等で、教育の現場にかか

わっている者ばかりであった。これらのこと



から、特別支援教育コーディネーター等、特

別支援教育の「役職」者は、特別支援教育に

対する意識が高く、そうではない者は低く

（知られていないことを含む）、かなりの温

度差があると言えよう。この調査からは、校

種によって、特別支援教育の体制に差がある

こともわかった。特別支援学校以外の校種で

は、小学校でもっとも体制が整っていると答

えた養護教諭が多く、次いで中学校の教諭と

続く。しかし、高等学校の養護教諭からは「ほ

とんど整っていない」が多く、「教員の意識

も低い」「教員間の連携が感じられない」等

の回答も少なくない。さらに、調査では、ス

クールカウンセラーやスクールソーシャル

ワーカーの役割についても質問している。そ

の結果、スクールソーシャルワーカーの役割

が不明だと思っている養護教諭が多く、ま

た、スクールカウンセラーとスクールソーシ

ャルワーカーの役割はオーバーラップして

いることがわかった。 

 学校には、「いじめ」「不登校」をはじめ

とした問題を抱えている児童生徒が数多く

存在している。そして、保健室には、友達と

のトラブルから腹痛を訴える子ども、学習に

不適応を起こして頭痛を訴える子ども、虐待

やネグレクトが疑われる子ども、いじめが疑

われる子ども、非行が心配される子ども等、

毎日様々な児童生徒が来室する。中でも多く

目にするようになったのは、多動や粗暴等か

ら教室にいることのできにくい子どもたち

の存在である。保健室は、応急処置の場であ

ると同時に、このような不適応を起こした児

童生徒の居場所にもなっている。そのため、

頭痛や腹痛の背景に存在する児童生徒一人

ひとりの「困り感」に寄り添って最前線で支

援しているのが、養護教諭だと考える。平成

19 年に特別支援教育が始まり、LD・AD/HD・

アスペルガー症候群等の発達障害を持つ児

童生徒の指導に関する取り組みが全国的に

推進される中、このような養護教諭の日常の

執務そのものが、特別支援教育であると言っ

ても過言ではない。また、石橋の行った調査

から、特別支援教育コーディネーターや校内

委員会等を中心とする支援体制が取られて

いる事が明らかになったが、養護教諭がこれ

ら校務分担の中心となっている場合が少な

くない。 

調査からはスクールカウンセラーやスク

ールソーシャルワーカー等の既知度が低い

事も明らかになった。名称がわかっていて

も、心理職・福祉職の役割が明確でなければ、

校内での連携が図られることはなく、特別支

援教育における「子どもの最善の利益」は守

られない。 
２．研究の目的 
 以上等のことから、本研究の目的は、特別
支援教育における養護教諭とそれ以外の教
員との連携を明らかにすることにあり、さら
に連携を促進する要因や方法についても考
えていく。 
３．研究の方法 
 以上の研究目的を達成するために、研究を

以下の４つに分けて実施した。なお、調査は、

原則として、全国の国公立学校で実施した。

なぜならば、私立学校での特別支援教育の取

り組みにばらつきがあると同時に、文部科学

省の特別支援教育に関する調査は、国公立学

校を中心に実施されているからである。 

 ①研究Ⅰでは、養護教諭の特別支援教育に

おける役割や校内での自分たちの位置づけ

等を明確にする。そのために、基礎データ収

集のために、養護教諭を対象に、特別支援教

育に対する意識や特別支援教育における養

護教諭の役割や実態等に関する研究を実施

する。（養護教諭調査）②研究Ⅱでは、養護

教諭以外の教員が、養護教諭の特別支援教育

における役割をどのように考えているのか

を明らかにする。そのために、養護教諭以外

の教員を対象に、特別支援教育における養護

教諭や保健室の役割等に関する調査を実施

する。（教員調査）③研究Ⅲでは、質問紙か

ら得られた養護教諭とその他の教員との連



携に関する知見を実証するために、幼稚園か

ら高等学校までの各校種で１０人程度のヒ

アリング調査を実施する。（ヒアリング調査）

④研究Ⅳでは、すべての知見から、養護教諭

とそれ以外の教員の役割および連携のモデ

ルを、東京地区、その他の地区各１地域の小

学校、中学校、高等学校で実施する。（モデ

ル研究） 
４．研究成果 

 教員調査からは、連携があると回答した教

員は、管理職・一般教員・養護教諭とも多い。

しかしながら、養護教諭と管理職・担任教諭

以外の連携、さらにスクールカウンセラーと

の連携についてあると回答している者は養

護教諭に多く、残りの教員は少ない。さらに、

それ以外の連携でもうまくいっていると考

えている養護教諭が他の教員よりも割合が

低い傾向がある。また、その連携に対する評

価は、どの連携でもうまくいっていると感じ

ている教員が７割以上ととても多い。このこ

とから、養護教諭と他の教員間では連携につ

いて認識の違いがあると考えられる。そして、

養護教諭とそれ以外の教員との間の微妙な

ずれが、特別支援教育における阻害要因の一

つと考えられよう。 

 さらに、校種別では、基本的には、教諭間

等の連携があると回答している教諭は多い

が、養護教諭との連携は、幼稚園教諭では回

答が少ない。このことは、幼稚園での養護教

諭の配置との関係性が明確に現れていると

考えられる。また、スクールカウンセラーと

の連携は、中学高校教諭が多いと回答してい

るが、これもスクールカウンセラーの配置と

の関連性によると思われる。また、スクール

ソーシャルワーカーとの連携はどの教諭も

連携がないとの回答が多いが、これは、スク

ールソーシャルワーカーの配置がまだ不十

分であることに起因しているといえよう。さ

らに、これらの各連携に対する評価は、どの

連携でもうまくいっていると高く評価して

いる教諭が多い。 

 これらのことから、教諭間は、特に養護教

諭と担任、同学年間等の連携が強く、それ以

外の教諭との連携が希薄である傾向が見ら

れる。当事者の教員間での連携は当然強くな

るが、そのことが、それ以外の教諭達との情

報の共有などが希薄となり、連携の阻害の１

つの要因になると考えられる。 

 モデル研究の結果、養護教諭とそれ以外の

教諭の連携においては、情報の共有化が非常

に重要であった。モデル校では、①対象児の

特別支援教育に関する情報をカルテ化し、②

指導要録と同様に校長室の金庫に保管し、③

情報は保護者の許可を得てすべてファイル

化し、④担任以外も閻覧でき、⑤生活指導研

修会等頻繁な情報交換を実施した。ヒアリン

グ調査結果にも記したが、養護教諭が特別支

援教育コーディネーターであっても、指導的

な立場にない場合には担任への助言等がし

たくいという実情が浮かび上がった。モデル

校の養護教諭は生活指導主任でもあるため、

支援対象児やそれ以外の児童に有効だとい

われる学習指導方法の研修会を実施し、養護

教諭以外の教員との共通理解を図った。 
 養護教諭とそれ以外の教員との阻害要因
は、情報の共有化ができない場合、また、養
護教諭が学習指導に参加できない場合であ
る。情報の共有ができていればモデル研究や
質問紙調査からは、養護教諭の特別支援教育
の役割としては、サブ的な役割が求められる
こと、メインで実施する場合には、モデル研
究で行ったような方法が必要であることが
示唆された。 
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